
【中津市】H29.4.19（水）記者会見資料 
 

「暮らし満足№１のまち“中津”」創造元年について 

 
中津市では、将来のまちづくりに向けた施策の方針とその礎となる安定的な財政運営に

ついて、関連する 3つのプランを策定し、その計画期間が平成 29年度からスタートしまし

た。平成 29 年度を「暮らし満足№１のまち“中津”」創造元年と位置づけ、前計画の総括

を踏まえ、変化する時代の潮流や社会情勢を反映して策定しています。 

 

１．３つのプランの名称と位置付け  

 

プランの名称 プランの意義と位置づけ 

なかつ安心・元
気・未来プラン
2017 
（第五次中津市総合
計画） 

 まちづくりの最も基本的な計画 
 目指すまちの将来像とその実現のために必要な施策の方

向性などを定める 

中津市行政サー
ビス高度化プラ
ン 
（第 3 期中津市行財
政改革 5ヵ年計画） 

 行財政改革の推進のための基本方針（効率的で質の高い行
政サービスの展開、持続可能な財政基盤の確立など）と具
体的な取組内容などを示した計画 

 「なかつ安心・元気・未来プラン 2017」に掲げる施策実
現のための礎として位置付け 

中津市公共施設
管理プラン 
（中津市公共施設等
総合管理計画） 

 公共施設等（学校、公民館、道路や上下水道など）を最適
な規模で効率的に管理・運営していくための方針を示した
計画 

 「なかつ安心・元気・未来プラン 2017」や「中津市行政
サービス高度化プラン」などを踏まえて策定 

 

これらの計画の実行においては、行政だけでなく市民をはじめ、企業、団体など多くの

方々との連携・協力も重要となってきます。「暮らし満足№１のまち“中津”」の実現のた

めに、広く皆様に知っていただき、ご理解とご協力を得る必要があります。 

 

２．各計画の概要（別紙参照）  

 

３．問合せ先  

【なかつ安心・元気・未来プラン 2017】 

総合政策課 担当：森下（TEL：0979-22-1111・内線 247） 
【中津市行政サービス高度化プランおよび中津市公共施設管理プラン】 

財政課   担当：那須（TEL：0979-22-1111・内線 231） 
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平
成

1
7
年

3
月
の
市
町
村
合
併
に
よ
り
誕
生
し
た
新
し
い
中
津
市
の
健
全
財
政
を
推
進
し
て
い
く
に
は
、
行
財
政
改
革
が
必
要
で
あ
る
こ
と
か
ら
、「

中
津
市
行
財
政
改
革
緊
急

２
カ
年
計
画
」（

H
1

7
～

1
8
）、
「
中
津
市
行
財
政
改
革

5
ヶ
年
計
画
（

H
1

9
～

2
3
）、
「
第

2
期
中
津
市
行
財
政
改
革

5
ヶ
年
計
画
」（

H
2

4
～

2
8
）
を
取
り
組
ん
で
き
ま
し
た
。
  

  

し
か
し
な
が
ら
、
今
後
も
人
口
減
少
・
少
子
高
齢
化
社
会
の
進
行
や
、
国
が
「
経
済
財
政
運
営
と
改
革
の
基
本
方
針
」
を
示
す
な
ど
、
依
然
地
方
を
取
り
巻
く
情
勢
は
厳
し
く
、
そ
の

た
め
時
代
に
即
し
た
真
に
必
要
な
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
選
択
し
、
事
務
事
業
の
ス
リ
ム
・
コ
ン
パ
ク
ト
化
を
図
る
「
選
択
と
集
中
」
の
視
点
に
立
っ
た
行
財
政
改
革
が
必
要
で
す
。

 

【
取
組
の
成
果
】

 

1
．
総
人
件
費
の
抑
制

 

・
職
員
数
：

8
2

3
  
人

 （
H

1
7
）

  
⇒

 
6

9
5

  
人

 （
H

2
7
）

 
※

1
2

8
 人

 削
減
（
市
民
病
院
職
員
、
消
防
職
員
は
除
く
）

 

・
職
員
給
：

6
5

.6
億
円
（

H
1

7
）

  
⇒

  
5

6
.3
億
円
（

H
2

7
）

 
※

 9
.4
億
円
削
減
（
共
済
費
等
含
む
）

 

2
．
財
政
調
整
基
金
の
適
正
額
の
確
保

 

 
 
・

H
2

7
年
度
末
…

3
5
億
円
確
保
（
※
適
正
額
は
、
標
準
財
政
規
模
の

1
0
～

1
5
％
と
さ
れ
て
い
る
。
中
津
市
で
は

2
4
～

3
6
億
円
）

 

3
．
財
政
健
全
化
指
数

 

 
 
・
実
質
公
債
費
比
率
（

H
2

7
）
…

5
.5

0
％
（
※
市
の
収
入
に
対
す
る
負
債
返
済
の
割
合
を
示
す
。

2
5
％
を
超
え
る
と
危
険
な
状
況
で
あ
る
。）

 

 
 
・
将
来
負
担
比
率

 
（

H
2

7
）
…

3
2

.2
％
（
※
市
が
抱
え
て
い
る
負
債
の
大
き
さ
を
表
す
。

3
5

0
％
を
超
え
る
と
危
険
な
状
況
で
あ
る
。）

 

 【
今
後
の
課
題
】

 

1
．
合
併
特
例
期
間
の
終
了

 

 
 
・
普
通
交
付
税
：

H
2

7
年
度
以
降
、
普
通
交
付
税
が
段
階
的
に
縮
減
さ
れ
、

H
3

2
年
度
に
は

7
億

2
千
万
円
の
減
額
（
対

H
2

6
）
が
想
定
さ
れ
る
。

 

 
 
・
合
併
特
例
債
：
建
設
事
業
の
財
源
と
し
て
合
併
特
例
債
を
活
用
し
て
い
た
が
、
合
併
特
例
債
の
発
行
は
平
成

3
1
年
度
ま
で
。

 

2
．
社
会
保
障
費
（
扶
助
費
）
の
増

 

 
 
・
人
口
減
少
・
少
子
高
齢
化
社
会
の
進
行
に
よ
る
保
育
所
等
運
営
費
補
助
等
の
増
加
に
よ
り

H
2

7
年
度
決
算
で
は
、
扶
助
費
が

3
2
億

7
千
万
円
の
増
（
対

H
1

7
・

5
6
％

増
）
と
な
っ
て
お
り
、
今
後
も
増
加
が
見
込
ま
れ
る
。

 

3
．
公
共
施
設
の
老
朽
化
対
策

 

 
 
・
こ
れ
か
ら
の
老
朽
対
策
に
係
る
費
用
が
毎
年
平
均
約

1
8
億
円
と
推
測
さ
れ
、
直
近
５
ヶ
年
の
公
共
施
設
の
更
新
・
改
修
に
要
し
た
費
用
の
平
均
と
比
較
す
る
と
、
約

1
.2

倍
（

3
億
円
増
）
と
試
算
さ
れ
る
。

 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
中
津
市
行
政
サ
ー
ビ
ス
高
度
化
プ
ラ
ン
の
概
要

 
 
  

平
成

2
9
年

3
月

 
策
定
の
背
景

 



                           

 
中
津
市
行
政
サ
ー
ビ
ス
高
度
化
プ
ラ
ン

 
 
～

暮
ら
し
満
足
№

1
の
ま
ち
「
中
津
」
の
実
現
へ
の
「
礎
」
～

 

〇
限
ら
れ
た
財
源
や
資
源
を
最
大
限
に
活
用
し
、
社
会
経
済
環
境
の
変
化
に
対

応
し
た
的
確
で
質
の
高
い
公
共
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
し
ま
す
。

 

（
１
）
公
共
施
設
の
見
直
し

 

（
２
）
出
資
団
体
の
経
営
改
善

 

（
３
）
指
定
管
理
者
制
度
、

P
P

P
/
P

F
I等

の
導
入

 

（
４
）
窓
口
業
務
の
民
営
化
及
び
事
務
の
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ

 
等

 

  

〇
時
代
の
変
化
に
対
応
で
き
「
選
択
と
集
中
」
の
視
点
に
立
っ
た
組
織
の
ス

リ
ム
・
コ
ン
パ
ク
ト
化
を
図
り
ま
す
。
ま
た
、
高
度
化
、
多
様
化
す
る
市
民

ニ
ー
ズ
に
対
応
で
き
る
人
材
の
育
成
を
行
い
ま
す
。

 

（
１
）
職
員
数
の
適
正
化

 

（
２
）
組
織
・
機
構
の
見
直
し

 

（
３
）
人
材
の
育
成

 

〇
中
長
期
的
な
視
野
に
立
っ
て
、
歳
出
の
抑
制
、
歳
入
の
確
保
に
取
り
組
む
と

と
も
に
、
適
正
な
財
政
運
営
を
行
い
、
将
来
に
わ
た
っ
て
持
続
可
能
な
財
政
基

盤
の
確
立
を
図
り
ま
す
。

 

（
１
）
市
税
等
の
確
保

 

（
２
）
使
用
料
の
見
直
し

 

（
３
）
基
金
の
見
直
し

 

（
４
）
資
産
運
用
の
効
率
化

 
 
等

  

〇
「
ま
ち
づ
く
り
の
主
役
は
市
民
」
で
あ
る
こ
と
を
基
本
に
、
ま
ち
づ
く
り

に
参
画
し
や
す
い
環
境
づ
く
り
を
図
り
な
が
ら
、
市
民
と
行
政
そ
れ
ぞ
れ
の

役
割
と
責
任
を
分
担
し
つ
つ
、
市
民
と
行
政
が
一
体
と
な
っ
て
地
域
の
公
共

的
課
題
に
対
応
す
る
協
働
・
連
携
に
よ
る
ま
ち
づ
く
り
を
推
進
し
ま
す
。

 

 
 
（
１
）
市
民
協
働
・
参
画
の
推
進

 

 
（
２
）
自
治
会
、

N
P

O
団
体
等
の
自
立
促
進

 

１
 効

率
的
で
質
の
高
い
公
共
サ
ー
ビ
ス
の
展
開

 
３

 
行
政
課
題
へ
の
対
応
力
の
向
上

 

２
 持

続
可
能
な
財
政
基
盤
の
確
立

 
４

 協
働
と
連
携
に
よ
る
ま
ち
づ
く
り
の
推
進

 

〇
「
な
か
つ
安
心
・
元
気
・
未
来
プ
ラ
ン

2
0

1
7
」（

第
五
次
中
津
市
総
合
計
画
）
で
は
、「

安
心
づ
く
り
」「

元
気
づ
く
り
」「

未
来
づ
く
り
」
を
柱
と
し
て
「
暮
ら

し
満
足
№

1
の
ま
ち
「
中
津
」」

の
実
現
に
向
け
た
政
策
が
決
定
し
ま
し
た
。
そ
の
政
策
実
現
の
た
め
、
本
プ
ラ
ン
を
「
暮
ら
し
満
足
№

1
の
ま
ち
「
中
津
」」

実
現

へ
の
「
礎
（
い
し
ず
え
）」

と
し
て
、
安
定
し
た
財
政
運
営
そ
し
て
強
い
行
財
政
基
盤
の
確
立
を
図
り
ま
す
。
推
進
期
間
は
、

H
2

9
年
度
か
ら

3
3
年
度
ま
で
の
５

年
間
と
し
ま
す
。

 

基
本
方
針

 



 

 1
．
財
政
調
整
基
金

2
5
億
円
確
保
（

H
3

3
末
）

 

 
 
 
現
状
の
財
政
運
営
を
継
続
し
た
場
合
、
平
成

3
3
年
度
末
の
財
政
調
整
基
金
は
約

1
7
億
円
ま
で
減
少
し
ま
す
。
安
定
的
な
財
政
運
営
に
必
要
な
財
政
調
整
基
金

 

2
5
億
円
（
標
準
財
政
規
模
の

1
0
％
程
度
）
を
確
保
し
ま
す
。

 

 
2
．
市
債
残
高

4
0

0
億
円
以
下
に
抑
制
（

H
3

3
末
）

 

 
 
 
今
後
、
合
併
特
例
債
（

H
3

1
年
度
ま
で
）
及
び
過
疎
債
（

H
3

2
年
度
ま
で
）
の
発
行
が
で
き
な
く
な
り
、
後
年
度
の
元
利
償
還
金
の
財
政
負
担
が
大
き
く
な
る

 

こ
と
か
ら
、
市
債
発
行
の
抑
制
が
必
要
で
す
。
現
在
の
市
債
残
高
約

4
4

8
億
円
（

H
2

7
年
度
末
）
を
約

1
0
％
減
の

4
0

0
億
円
以
下
に
抑
制
し
ま
す
。

 

 
３
．
政
策
市
役
所
へ
の
脱
皮

 

 
 

 
絶
え
ず
市
民
サ
ー
ビ
ス
の
向
上
を
目
指
し
、
職
員
一
人
ひ
と
り
が
政
策
課
題
に
積
極
的
に
立
ち
向
か
っ
て
い
く
こ
と
で
、“

暮
ら
し
満
足
№
１
の
ま
ち
「
中
津
」
”
の
実

現
を
目
指
し
た
様
々
な
施
策
を
実
現
す
る
「
政
策
市
役
所
」
へ
と
脱
皮
し
ま
す
。

 

○
主
な
取
組
項
目

 

【
効
率
的
で
質
の
高
い
公
共
サ
ー
ビ
ス
の
展
開
】

 
 

・
公
共
施
設
の
見
直
し
（
公
共
施
設
管
理
プ
ラ
ン
の
推
進
等
）

 
・
指
定
管
理
者
制
度
、
Ｐ
Ｐ
Ｐ

/
Ｐ
Ｆ
Ｉ
等
の
導
入

 

・
出
資
団
体
の
経
営
改
善
（
（
有
）
西
谷
温
泉
、（

有
）
は
ば
た
き
等
）

 
・
窓
口
業
務
の
民
営
化
及
び
事
務
の
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ

  
 

  
ほ
か

3
項
目

 

【
持
続
可
能
な
財
政
基
盤
の
確
立
】

 

・
市
税
等
の
確
保
（
市
税
収
納
率
を

H
3

3
ま
で
に

1
.0
％
向
上
、
効
果
額

3
.4
億
円
）
 
・
ふ
る
さ
と
納
税
の
推
進
（
目
標
寄
附
額

1
億
円
・
対

H
2

8
見
込
額
の

1
千
万
円
増
）

 

・
使
用
料
の
見
直
し
（
適
時
の
見
直
し
及
び
ゴ
ミ
袋
有
料
化
の
検
討
）

 
・
人
件
費
の
削
減
（
総
人
件
費
の
抑
制
を
図
り
、
効
果
額

1
.4
億
円
）

 

・
基
金
の
見
直
し
（
地
域
振
興
基
金
等
の
積
極
的
な
活
用
と
見
直
し
）

 
・
物
件
費
等
の
節
減
（
消
耗
品
、
印
刷
製
本
費
等
の
削
減
、
効
果
額

1
.4
億
円
）

 

・
資
産
運
用
の
効
率
化
（
広
告
料
収
入
の
拡
大
等
、
効
果
額

1
.4
百
万
円
）

 
・
補
助
金
の
見
直
し
（
効
果
額

1
.2
億
円
）

 
 

 
ほ
か

5
項
目

 

【
行
政
課
題
へ
の
対
応
力
の
向
上
】

 

・
職
員
数
の
適
正
化
（
業
務
量
、
年
齢
構
成
等
を
見
据
え
た
適
正
な
人
員
配
置
）

 
・
人
材
の
育
成
（
職
員
の
資
質
向
上
と
意
識
改
革
）

 

・
組
織
・
機
構
の
見
直
し
（
組
織
の
ス
リ
ム
・
コ
ン
パ
ク
ト
化
）

 
 

【
協
働
・
連
携
に
よ
る
ま
ち
づ
く
り
の
推
進
】

 

・
市
民
協
働
・
参
画
の
推
進
（
情
報
の
発
信
や
市
民
に
よ
る
行
政
参
加
）

 
・
自
治
会
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
団
体
等
の
自
立
促
進
（
市
民
と
協
働
の
ま
ち
づ
く
り
の
推
進
）

 

 

基
本
目
標

 



◆
財

政
推

計

（
1
）

市
税

・
交

付
税

・
臨

財
債

等
2
5
,
1
8
1

2
5
,
0
8
1

2
5
,
1
6
4

2
5
,
1
4
2

2
5
,
0
0
2

（
2
）

国
県

支
出

金
1
0
,
1
0
8

1
0
,
1
4
7

1
0
,
0
7
3

1
0
,
1
2
3

1
0
,
2
2
3

（
3
）

市
債

（
通

常
債

）
2
,
7
2
2

2
,
7
0
0

2
,
6
0
0

2
,
4
0
0

2
,
3
0
0

（
4
）

繰
越

金
1

（
5
）

そ
の

他
収

入
2
,
8
1
4

2
,
1
1
5

2
,
1
0
6

2
,
0
9
7

2
,
0
0
8

 
 
 
 
 
 
う

ち
基

金
繰

入
金

1
,
1
6
7

4
9
0

4
9
0

4
9
0

4
1
6

4
0
,
8
2
6

4
0
,
0
4
3

3
9
,
9
4
3

3
9
,
7
6
2

3
9
,
5
3
3

（
1
）

義
務

的
経

費
2
2
,
2
7
5

2
2
,
1
9
7

2
2
,
4
3
2

2
2
,
3
0
9

2
2
,
1
4
5

①
人

件
費

7
,
4
3
8

7
,
5
2
9

7
,
6
1
4

7
,
4
3
9

7
,
3
0
7

　
　

　
う

ち
職

員
給

与
費

等
4
,
7
9
2

4
,
8
1
9

4
,
8
1
8

4
,
7
5
2

4
,
7
2
0

　
　

　
う

ち
退

職
手

当
5
6
4

6
3
1

7
2
1

6
3
1

5
4
1

②
扶

助
費

9
,
4
0
2

9
,
4
8
7

9
,
5
7
3

9
,
6
2
8

9
,
7
7
1

③
公

債
費

5
,
4
3
5

5
,
1
8
1

5
,
2
4
5

5
,
2
4
2

5
,
0
6
7

（
2
）

投
資

的
経

費
6
,
2
2
5

5
,
7
0
0

5
,
5
0
0

5
,
5
0
0

5
,
5
0
0

①
普

通
建

設
事

業
費

6
,
2
2
4

5
,
7
0
0

5
,
5
0
0

5
,
5
0
0

5
,
5
0
0

②
災

害
復

旧
費

1

（
3
）

そ
の

他
経

費
1
3
,
1
6
1

1
3
,
2
3
1

1
3
,
2
6
9

1
3
,
1
9
6

1
3
,
2
1
7

4
1
,
6
6
1

4
1
,
1
2
8

4
1
,
2
0
1

4
1
,
0
0
5

4
0
,
8
6
2

区
　

　
　

　
分

Ｈ
2
9

（
予

算
）

Ｈ
3
0

Ｈ
3
1

Ｈ
3
2

Ｈ
3
3

歳 　 入

計

歳 　 出

計

◆
収

支
、

財
政

調
整

基
金

現
在

高

H
2
9

H
3
0

H
3
1

H
3
2

H
3
3

△
 
8
3
5

△
 
1
,
0
8
5

△
 
1
,
2
5
8

△
 
1
,
2
4
3

△
 
1
,
3
2
9

7
0
0

7
0
0

7
0
0

7
0
0

7
0
0

3
,
8
3
8

3
,
4
5
3

2
,
8
9
5

2
,
3
5
2

1
,
7
2
3

◆
起

債
現

在
高

H
2
9

H
3
0

H
3
1

H
3
2

H
3
3

4
,
1
0
6

4
,
1
0
0

4
,
0
0
0

3
,
8
0
0

3
,
7
0
0

5
,
1
2
8

4
,
9
1
5

5
,
0
0
8

5
,
0
2
9

4
,
8
7
4

4
3
,
9
5
3

4
3
,
1
3
8

4
2
,
1
3
0

4
0
,
9
0
1

3
9
,
7
2
7

1
,
0
2
2

8
1
5

1
,
0
0
8

1
,
2
2
9

1
,
1
7
4

◆
主

要
基

金
の

状
況

H
2
9

H
3
0

H
3
1

H
3
2

H
3
3

△
 
4
0
0

現
在

高
1
,
2
1
7

1
,
2
1
7

1
,
2
1
7

1
,
2
1
7

1
,
2
1
7

△
 
3
0
0

△
 
3
0
0

△
 
3
0
0

△
 
3
0
0

△
 
3
0
0

現
在

高
2
,
8
7
0

2
,
5
7
0

2
,
2
7
0

1
,
9
7
0

1
,
6
7
0

△
 
2
0
0

△
 
1
0
0

△
 
1
0
0

△
 
1
0
0

△
 
2
5

現
在

高
3
2
5

2
2
5

1
2
5

2
5

0

収
支

（
歳

入
―

歳
出

）

前
年

度
決

算
剰

余
金

財
政

調
整

基
金

現
在

高

区
　

　
　

分

市
債

現
在

高

プ
ラ

イ
マ

リ
ー

バ
ラ

ン
ス

（
Ｂ

－
Ａ

）

区
　

　
　

分

区
　

　
　

分

市
債

発
行

額
（

Ａ
）

元
金

償
還

金
（

Ｂ
）

退
職

手
当

基
金

減
債

基
金

地
域

振
興

基
金

◆
財

政
推

計
の

方
法

歳 　 入

（
1
）

市
税

・
交

付
税

・
臨

財
債

等

・
一

般
財

源
総

額
の

水
準

を
維

持
し

、
譲

与
税

等
は

県
の

推
計

値
、

合
併

算
定

替
、

公
債

費
　

算
入

の
交

付
税

の
減

額
を

反
映

・
普

通
交

付
税

を
合

併
算

定
替

え
終

了
に

よ
り

減
額

・
臨

時
財

政
対

策
債

は
ほ

ぼ
同

額
で

推
移

（
2
）

国
県

支
出

金
・

扶
助

費
等

歳
出

の
伸

び
に

連
動

（
3
）

市
債

（
通

常
債

）
・

合
併

特
例

債
、

過
疎

債
の

発
行

終
了

、
普

通
建

設
事

業
費

の
抑

制
に

伴
い

減
額

推
移

（
4
）

基
金

等
繰

入
金

・
退

職
手

当
基

金
の

活
用

、
地

域
振

興
基

金
の

活
用

（
6
）

そ
の

他
収

入
・

ほ
ぼ

同
額

に
推

移

歳 　 出

（
1
）

①
人

件
費

・
職

員
定

数
等

を
考

慮
し

、
推

計

（
1
）

②
扶

助
費

・
生

活
保

護
扶

助
費

は
ほ

ぼ
同

額
に

推
計

・
障

が
い

福
祉

扶
助

費
、

児
童

措
置

費
等

の
伸

率
を

反
映

（
2
）

投
資

的
経

費
・

合
併

特
例

債
、

過
疎

債
発

行
終

了
に

伴
う

市
債

発
行

、
現

在
高

の
抑

制
を

勘
案

し
推

計

（
3
）

そ
の

他
経

費
・

物
件

費
、

維
持

補
修

費
は

消
費

増
税

等
を

見
込

み
計

上
・

補
助

費
等

は
水

道
簡

水
統

合
を

勘
案

し
推

計
・

出
資

金
は

水
道

事
業

及
び

病
院

事
業

に
係

る
出

資
金

見
込

み
額

を
計

上

 

財
政
推
計

 

今
後
の
財
政
推
計
の
見
通
し
は
、
平
成

2
9
年
度
当
初
予
算
案
を
ベ
ー
ス
に
現
行
制
度
が
維
持
さ
れ
る
も
の
と
仮
定
し
、
国
の
「
経
済
財
政
運
営
と
改
革
の
基
本
方
針
２
０
１
５

(骨
太
の
方
針
２
０
１
５

H
2

7
.6

.3
0
閣
議
決
定
）」

及
び
「
経
済
財
政
の
中
長
期
試
算
」
を
参
考
と
し
、
行
政
サ
ー
ビ
ス
高
度
化
プ
ラ
ン
の
取
り
組
み
期
間
で
あ
る
平
成

3
3
年
度

ま
で
の
大
ま
か
な
財
政
収
支
を
機
械
的
に
試
算
し
た
も
の
で
す
。

 

推
計
に
よ
る
と
財
政
調
整
基
金
の
残
高
は
Ｈ

3
3
末
に
約

1
7

.2
億
円
ま
で
減
少
す
る
た
め
、
行
財
政
改
革
の
確
実
な
実
行
に
よ
り
財
政
調
整
基
金
の
確
保
（
標
準
財
政
規
模
の

1
0
％
）
が
必
要
と
な
り
ま
す
。
ま
た
、
今
後
、
社
会
情
勢
の
変
化
や
、
決
算
状
況
等
に
よ
り
、
毎
年
度
、
財
政
推
計
の
見
直
し
を
行
い
ま
す
。

 

 

    





    

  

    

   


